
■ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

□ 有効性

■ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

□ 有効性

■ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

所管室課 事業名 所管室課 事業名

99.7 □
市民ニーズ、
社会的役割

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

国が令和4年度に導入を計画しているウェブ報告システ
ム構築の動向を注視し、団体からの申請・届出の利便
や事務の効率化を図る必要がある。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

特定非営利活動法人設立認証等

活動実績 年度 令和２年度
評価の視点

移譲事務件数
　法人の設立認証等　　　　　　　　　         3件
　役員変更等の届出受理　　　　　　       58件
　定款変更認証　　　　　　　　　　             3件
　定款変更の届出受理　　　　　　　        13件
　事業報告書等の受理等　　　　　　      110件
　仮理事・特別代理人の選任　　　　　      1件
　解散届出受理・精算結了届出受理　　   1件
　定款変更後の登記事項証明書の受理　4件

決算額　(千円) 2,485
※課題があるものは■

一般財源の比率（％）

3
所管
室課

市民自治推進室 事業名 特定非営利活動法人設立認証等事業

事業概要

100.0 □
市民ニーズ、
社会的役割

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

PFI契約に基づいて行われている施設管理事務につい
ては、状況に応じて運用を変更することが困難であり、
突発的な災害被害への対応等、効率的な対応に課題
がある。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

千里ニュータウンプラザ施設管理

活動実績 年度 令和２年度
評価の視点

千里ニュータウンプラザの管理運営は、PFI契約に基づき、吹田南千里ＰＦＩ(株)が行った。
決算額　(千円) 35,334

※課題があるものは■

一般財源の比率（％）

事業概要

一般財源の比率（％） 94.0 □
市民ニーズ、
社会的役割

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

 新型コロナウイルス感染症の影響により、市民公益活
動センターの利用者数が減少している中で、市民公益
活動団体がより活発に活動を行えるよう、環境整備を
図っていく必要がある。
 市民公益活動センターの貸室利用におけるキャッシュ
レス決済の導入等、利用者の利便性向上策を検討する
必要がある。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

市民公益活動団体が
より活発に活動を行え
るよう、環境整備を
図っていく

事業概要

市民公益活動促進、市民公益活動促進補助、吹田ボランティアフェスティバル、市民活動災害保障保険、市民活動災害見舞金支給、市民公益活動センター管理（指定管理者施設管
理）、地域住民居場所づくり活動補助

活動実績 年度 令和２年度
評価の視点

市民公益活動促進補助金の交付　　　　　　　　4団体　  270,126円
地域住民居場所づくり活動補助金の交付　　　3団体　2,959,231円
市民公益活動センター使用料補助金の交付　23団体　 275,100円
吹田ボランティアフェスティバルについては平成30年度限りで休止しており、本年度開催せず。
市民公益活動センターの管理運営を指定管理者に委託し、市民公益活動団体に対する相談事業等を
実施した。同センターの利用者数は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため施設を閉館した影響で
年間利用人数が20,180人であった（前年比▲38，967人）

決算額　(千円) 37,436
※課題があるものは■

管理事業 地域自治推進事業 所管部局 市民部

1
所管
室課

市民自治推進室 事業名 市民公益活動事業

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和２年度

施策コード 122 施策 市民参画・協働の推進

2
所管
室課

市民自治推進室 事業名 千里ニュータウンプラザ管理事業（市民公益活動センター）
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■ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

■ 持続可能性

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

所管室課 事業名 所管室課 事業名

□
市民ニーズ、
社会的役割

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

今後の実施計画
の方向性・内容

活動実績 年度 令和２年度
評価の視点

決算額　(千円)
※課題があるものは■

一般財源の比率（％）

所管
室課

事業名

事業概要

80.1 □
市民ニーズ、
社会的役割

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

みんなで支えるまちづくり基金から市民公益活動支援
の補助金を拠出している。平成20年度（2008年度）に
7,200万円で基金を創設したが、令和2年度末の基金残
高は約4,821万円まで減ってきている。
市民公益活動の財源確保のため、市民等からの基金
への寄附の促進を図る必要がある。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

みんなで支えるまちづくり基金積立

活動実績 年度 令和２年度
評価の視点

令和２年度みんなで支えるまちづくり基金積立　　1,084,748円
（内訳：寄附金 475,031円、基金の利息 470円、令和元年度に基金から一般会計への繰出額と補助金
交付決定額との差額の再積立 609,247円）

決算額　(千円) 1,085
※課題があるものは■

一般財源の比率（％）

5
所管
室課

市民自治推進室 事業名 みんなで支えるまちづくり基金積立事業

事業概要

一般財源の比率（％） 100.0 □
市民ニーズ、
社会的役割

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

市民や職員の市民参画や協働についての醸成が不十
分。より一層意識改革を図るとともに、参画や協働に関
する情報発信の充実の必要がある。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

事業概要

市民自治推進

活動実績 年度 令和２年度
評価の視点

パブリックコメント件数：34件
意見提出通数：935通
意見提出件数：1,516件

　市民の市政への参画の機会を保障するパブリックコメントの周知や各課からのパブリックコメントにつ
いての相談に対応した。また、新規採用職員研修で「自治基本条例」についての講義を行った。

決算額　(千円) 10
※課題があるものは■

管理事業 地域自治推進事業 所管部局 市民部

4
所管
室課

市民自治推進室 事業名 市民自治推進事業

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和２年度

施策コード 122 施策 市民参画・協働の推進
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